
資料 ５

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針」（基本指針）の改正について



「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な

指針」（基本指針）について

１．指針の基本的な考え方

○ 第３期計画（H18～H20）以降は、「地域包括ケア」の考え方に基づき、中期的な視

点で各種取組を行っているところであり、継続的かつ着実に取り組むことが重要。

※ 「地域包括ケア」とは、高齢者が要介護状態となっても、可能な限り住み慣

れた地域において継続して生活できるよう、①介護、②予防、③医療、④生

活支援、⑤住まい、の５つのサービスを一体化して提供していく考え方。

○ 市町村計画において、①認知症を有する高齢者の数は更に増加すると見込まれるこ

とに加え、②医療ニーズの高い高齢者や重度の要介護者の増加、③単身・高齢者のみ

世帯の増加への対応等、喫緊の課題に対応するため、地域の実情に応じて、

・ 認知症支援策の充実 ・ 医療との連携

・ 高齢者の居住に係る連携 ・ 生活支援サービス

といった優先的に取り組むべき事項（重点的記載事項）について、市町村が判断のう

え選択して計画に位置づけ、重点的に取り組んでいくことが望ましい。

２．改正事項（第５期計画の策定に向け、今年度において改正が予定されている事項）

今回の改正は、第４期計画（H21～H23）基本指針の一部改正。

基本的事項

○ 基本理念等

・ 地域包括ケアシステムの構築

・ 孤立化のおそれのある高齢単身・夫婦のみ世帯に対する生活支援の留意

○ 介護給付等対象サービスの在り方に関する目標

・ いわゆる団塊の世代が高齢期を迎える2015年からその５年後、10年後である

2020年、2025年頃、或いは自らの地域における高齢化のピーク時に目指すべき

地域包括ケアシステムを達成することも念頭において目標を設定

市町村介護保険事業計画（抜粋）

○ 要介護者等の実態の把握

日常生活圏域ニーズ調査（当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身

の状況、その置かれている環境その他の事情等、要介護者等の実態に関する調査）

の実施



○ 今後地域で必要と考えられる以下の４事項について、地方自治体が地域の実情に応

じて優先すべき重点事項を選択して取り組むことができるように計画の記載事項に追

加（任意）

① 認知症支援策の充実 ② 医療との連携

③ 高齢者の居住に係る連携 ④ 生活支援サービス

○ 記載事項について、義務記載事項と任意記載事項に区分

今般の介護保険法等の改正において、地域の自主性及び自立性を高めるための見

直しが行われたことにより、記載事項の内容が下記のとおり変更

・ 義務記載事項（サービスの見込み量、施設・居住系の必要利用定員）

・ 任意記載事項（サービス見込量の確保方策等）

都道府県介護保険事業支援計画（抜粋）

○ 従事者の確保又は資質の向上に資する事業

従事者の確保又は資質の向上に関して、広域自治体として都道府県の果たすべき

役割は大きいことから、たんの吸引等を実施する介護職員等の確保又は資質の向上

に関する必要な施策に取り組むこと。

○ 財政安定化基金の取崩しに関する事項

財政安定化基金を取り崩したときは、取り崩した額（市町村への交付分及び国へ

の納付分を除く。）を介護保険に関する事業に要する経費に充てるよう努めるとと

もに、当該事業の内容等に関する事項を定めること。

○ 記載事項について、義務記載事項と任意記載事項に区分

今般の介護保険法等の改正において、地域の自主性及び自立性を高めるための見

直しが行われたことにより、記載事項の内容が下記のとおり変更

・ 義務記載事項（サービスの見込み量、施設・居住系の必要利用定員）

・ 任意記載事項（従事者の確保又は資質の向上に資する事業等）

３．昨年度（平成22年度）において改正済みの事項

○ 施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準（いわゆる

37％の参酌標準）の撤廃

・ 施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準（以下

「37％参酌標準」という。）の撤廃については、「規制・制度改革に係る対処方針」

において平成22年6月18日閣議決定され、平成22年10月7日に基本指針の一部改正

が行われたところ。

・ なお、37％参酌標準を廃止することになったが、介護保険制度の基本的考え方

として在宅サービスと施設等サービスとのバランスの取れた整備を進めるという

方針を変更するものではなく、あくまで地方分権の趣旨等を踏まえ、より地域に

おいて、その実情に応じた基盤整備が責任を持って行えるようにしたもの。

※「37％参酌標準」

介護保険３施設及び介護専用の居住系サービス（認知症高齢者グループホーム

及び介護専用型特定施設）の適正な整備

＜平成２６年度＞

施設・居住系サービスの利用者数

≦ ３７％

要介護認定者数（要介護２～５）
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１．基本的考え方等 

○ 先般、施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準（以下「３

７％参酌標準」という。）の撤廃については、「規制・制度改革に係る対処方針」において平

成２２年６月１８日、閣議決定されたところである。 

○ これを踏まえ、基本指針（告示）の具体的な改正案を検討し、平成２２年１０月７日、一

部改正を行ったところ。 

○ なお、３７％参酌標準を廃止することになったが、介護保険制度の基本的考え方として在

宅サービスと施設等サービスとのバランスの取れた整備を進めるという方針を変更するも

のではなく、あくまで地方分権の趣旨等を踏まえ、より地域において、その実情に応じた基

盤整備が責任を持って行えるようにしたものである。 

 

２．第 4期介護保険事業計画との関係 

○ 参酌標準は、市町村が地域の実情等に応じて実際の介護サービス量等を自らの判断で介護

保険事業計画に定める際の参考とする数値であるため、この数値が廃止されたからといって、

既に策定されている第４期介護保険事業計画を直ちに変更する必要はないものと考えてお

り、また国からも市町村の判断事項である第４期介護保険事業計画の変更を求めるものでは

ない。 

 

（参考）主な経緯等 

・平成２２年３月２９日  内閣府行政刷新会議 第１回規制・制度改革に関する 

分科会の中で検討テーマとして審議 

・平成２２年４月３０日  内閣府行政刷新会議 第２回規制・制度改革に関する 

分科会の中で規制改革事項等が決定 

・平成２２年６月 ７日  内閣府行政刷新会議 第３回規制・制度改革に関する 

分科会で第一次報告書（規制改革事項等）が了承 

・平成２２年６月１５日  内閣府行政刷新会議で規制・制度改革に関する分科会の第一次

報告書を了承 

・平成２２年６月１８日  規制・制度改革に係る対処方針について閣議決定 

 ・平成２２年１０月７日  基本指針（告示）の一部改正 

２．施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準（い

わゆる３７％の参酌標準）の撤廃について 




